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衆議院本会議強行採決に対する抗議声明 

 

昨日の衆議院平和安全法制特別委員会における強行採決に引き続き、本日、衆議院本

会議において、同法案が強行採決され、可決された。 

圧倒的多数の憲法学者が同法案は憲法違反であるとの意見を表明し、衆議院の憲法審

査会では与党推薦者を含めたすべての憲法学者が、そして衆議院平和安全法制特別委員

会の参考人質疑でも元内閣法制局長官２名が同様の意見を述べているとおり、集団的自

衛権を柱とする同法案は憲法違反である。 

昨日の同特別委員会では、安倍首相自身が同法案に対する国民の理解が進んでいない

ことを認め、また、強行採決後、浜田同特別委員会委員長が、法案を１０本束ねて審議

したことに問題があったことを認めている。審議の進め方を決められる立場にある者が、

このように拙速な審議であることを自ら認めながら、多数の専門家による違憲の声を無

視して無理に成立させようとすることは、異常な事態と言わなければならない。同法案

に対しては、国民の大多数も疑問を抱いていることが複数の世論調査で示されているし、

昨日の強行採決に対しては、多数の国民が国会を取り巻いて抗議するなど大きな反対運

動が起こっている。安倍首相は、本年４月、米国上下両院合同会議での演説で、同法案

の今夏までの成立に言及した。審議に問題があることを自覚しながら違憲の法案を無理

矢理通すことは、主権者たる国民の声よりも、米国に対する「公約」を優先させること

であり、民主主義・立憲主義のもとでは到底許されない。 

戦争は最大の人権侵害であり、人々から平和な日常生活と、正常な精神生活や経済生

活を奪う。人権は、平和な社会であってはじめて守ることができる。多くの死者を出し

悲惨な結果を招いた先の大戦の反省を踏まえて現行憲法は９条により戦争の放棄を定め
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たのであり、戦後70 年間日本は一度も戦争をしてこなかった。「戦争をしない国」「軍

事力で主張を通さない国」という特色により、日本はこれまで国際社会で名誉ある地位

を獲得してきた。安全保障法案は、このような日本の平和主義の貴重な資産を破壊し、

日本のあり方を根本から変えるものである。 

当協会は、特別委員会での強行採決に引き続いて行われた本日の強行採決に強く抗議

するとともに、あらためて安全保障法案の廃案を求める。 

以 上 


